
（単位　円）

38,435,535,624 35,776,556,780 　 2,658,978,844 

17,279,147,165 17,477,597,333 △ 198,450,168 

2,543,517,115 2,543,517,115 　 0 

6,847,934,487 7,324,495,508 △ 476,561,021 

846,365,377 950,326,432 △ 103,961,055 

413,488,541 353,674,061 　 59,814,480 

23,020,267 27,987,653 △ 4,967,386 

6,338,128,375 6,277,596,561 　 60,531,814 

3 3 　 0 

266,693,000 0 　 266,693,000 

9,781,087,567 9,411,761,834 　 369,325,733 

2,033,814,414 1,733,814,414 　 300,000,000 

4,786,902,777 4,768,997,409 　 17,905,368 

2,896,477,996 2,843,928,172 　 52,549,824 

16,582,380 16,461,839 　 120,541 

47,310,000 48,560,000 △ 1,250,000 

11,375,300,892 8,887,197,613 　 2,488,103,279 

3,780,928 3,780,928 　 0 

10,371,519,964 7,883,416,685 　 2,488,103,279 

1,000,000,000 1,000,000,000 　 0 

9,558,092,165 11,870,940,178 △ 2,312,848,013 

9,502,053,397 11,704,462,135 △ 2,202,408,738 

53,853,659 158,641,846 △ 104,788,187 

1,269,131 2,850,235 △ 1,581,104 

915,978 4,985,962 △ 4,069,984 

47,993,627,789 47,647,496,958 　 346,130,831 

貸　借　対　照　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和７年３月３１日

資　産　の　部

科　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

特 定 資 産

第２号基本金引当特定資産

第３号基本金引当特定資産

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

管 理 用 機 器 備 品

図 書

建 設 仮 勘 定

車 輌

有 価 証 券

特 定 金 銭 信 託

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 入 金

大倉学芸振興会引当特定資産

120 周 年 記 念 留 学 支 援
折 元 奨 学 金 引 当 特 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

電 話 加 入 権

前 払 金

立 替 金

資 産 の 部 合 計



　

2,897,584,588 2,846,828,188 　 50,756,400 

1,106,592 2,900,016 △ 1,793,424 

2,896,477,996 2,843,928,172 　 52,549,824 

3,120,465,217 3,296,134,478 △ 175,669,261 

131,396,623 354,145,409 △ 222,748,786 

2,759,075,072 2,682,004,380 77,070,692 

229,993,522 259,984,689 △ 29,991,167 

6,018,049,805 6,142,962,666 △ 124,912,861 

41,748,932,521 41,196,766,793 　 552,165,728 

34,402,215,330 34,167,954,970 　 234,260,360 

2,033,814,414 1,733,814,414 　 300,000,000 

4,786,902,777 4,768,997,409 　 17,905,368 

526,000,000 526,000,000 　 0 

　 226,645,463 　 307,767,499 △ 81,122,036 

　 226,645,463 　 307,767,499 △ 81,122,036 

　 41,975,577,984 　 41,504,534,292 　 471,043,692 

47,993,627,789 47,647,496,958 　 346,130,831 

注記

　　１．重要な会計方針

　　（１）引当金の計上基準

　　　　１）徴収不能引当金

　　　　　 　未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　　　２）退職給与引当金

　　　　　 　退職金の支給に備えるため、期末要支給額3,816,897,089円の100％を基にして、私立大学退職金財団に

　　　　　 　対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。

　　（２）その他の重要な会計方針

　　　　１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　   　移動平均法に基づく原価法である。

　　　　２）預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　　　 預り金その他経過項目に係る収支の表示方法は、純額表示である。

　　２．重要な会計方針の変更等 なし

　　３. 減価償却額の累計額の合計額 17,122,187,253円

　　４. 徴収不能引当金の合計額 0円

前　年　度　末 増　　　　　減

固 定 負 債

長 期 未 払 金

負　債　の　部

科　　　　　　　　　　　目

退 職 給 与 引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

前 受 金

預 り 金

本　年　度　末

負 債 の 部 合 計

純　資　産　の　部

科　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

基 本 金

第 １ 号 基 本 金

第 ２ 号 基 本 金

第 ３ 号 基 本 金

第 ４ 号 基 本 金

繰 越 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計



　　５. 担保に供されている資産の種類及び額 なし

　　６. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 2,900,016円

　　７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　　８. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　（１）有価証券の時価情報

　　　①　総括表

（単位　円）

当年度（令和7年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

 時価が貸借対照表計上額を超えるもの 3,824,105,044 4,462,492,468 638,387,424
　（うち満期保有目的の債券） (3,824,105,044) (4,462,492,468) (638,387,424)

 時価が貸借対照表計上額を超えないもの 15,140,111,920 14,702,823,929 △437,287,991
　（うち満期保有目的の債券） (13,640,111,920) (13,271,675,000) (△368,436,920)

18,964,216,964 19,165,316,397 201,099,433
　（うち満期保有目的の債券） (17,464,216,964) (17,734,167,468) (269,950,504)

－
18,964,216,964

　　　※時価が貸借対照表計上額を超えないものには特定金銭信託を含む。

　　　②　明細表

（単位　円）

当年度（令和7年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

 債券 17,964,216,964 18,183,577,468 219,360,504
 株式 － － －

 投資信託 － － －

 貸付信託 － － －

 その他 1,000,000,000 981,738,929 △18,261,071
18,964,216,964 19,165,316,397 201,099,433

－
18,964,216,964

　　　※その他には特定金銭信託を含む。

　　（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　　　リース物件の種類　   　リース料総額　　　　未経過リース料期末残高

　　　　　　　　教育研究用機器備品  　 22,184,736円  　　 　　10,463,032円　

有価証券合計

種類

合　　　計

 時価のない有価証券

有価証券合計

合　　　計

 時価のない有価証券


